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1. は じ め に
インドネシアが本格的な経済開発計画を立案し，実施に移しだのは1969年4
月にはじ まる第1 次5 ヵ年計画であった。第2 次大戦後政治的独立を達成
したイン ド ネシ アが，経済的自立を意図して立案した数度の経済開発計画:













本稿では，第1 次5 ヵ年計画および第2 次5 ヵ年計画実施下の1970年代ひ
56
産業政策とその成果としての産業の実態について論ずることにする。
2. 産 業 政 策
第1 次5 ヵ年 計 画 （1969 年4 月～1974 年3 月） の最 大 の 目標 は， 農 業 の振 興
に よ る食 糧 増 産 他お り， 農業 に 対 す る 対 策 ， た とえ ば濯 漑 施 設 の 改 善 ， 水 田
拡 張 事 業 ， 高 収量 品 種 導 入 と 普 及 事 業 ， 米 価安 定， 買 上 価 格 適 正 化 等 が 実 施
さ れ た 。 農 業 重 視 政 策 は 工 業 部 門 の 開 発 計 画 を 農 業 開 発 り 補 完的 な も の と位
置 づ け ， 工 業 に おげ る 最 優 先 順 位 は 農 業 振 興 関 連 産 業 分 野 とさ れ た 。 す なわ1
）
も ， 工 業 に お け る 優 先 順 位 は 次 の 如 く で あ る。(1
） 農 業 振 興 関 連 産 業 （農業部門の生産を促進する為 の生産機械 もし くは農産物
加工産業） ト ＼(2
） 輸 入 代 替 に よ る 外 貨 節 約 産 業 もし くは 輸 出 に よる 外 貨 稼 得 産 業(3
） 国 内 産 原 材料 を 輸 入 原 材 料 よ り も大 量 に 利 用 す る 産 業(4
） 労 働 集 約的 な 産 業
（5）I地 域 経 済 開 発 を 促 進 す る産 業
食 糧 不 足 ， 外 貨 不足 ， 雇 用 機 会 不足 （低雇用）の イン ド ネ シ ア 経 済 に と っ
て ， 上 に あ げ た 産 業 の 育 成 が望 まれ た こ とは 充 分 に 理 解 出 来 る こ と で あ る。
そ し て， 政 府 は 経 済 開 発 に お い て 重 視 さ れ た 産 業 とし て, （1）肥 料， セ メ ン ト，
化 学 品, （2）繊 維, （3）紙 ， パ ル プ， 印 刷 ，（4）医 薬 品, （5）軽 工 業 ， 農 村 工 業レ（6）2
）
金 属 ， 機 械 ， イ ン フ ラ産 業 を と り あ げ た 。 こ れ は， 利 用 可 能 な 資 本 ， 熟 練 労
働 者 数 とい っ た 現 実的 な 制 約 に よる も の で あ っ た 。
各 産 業 別 の 生 産 目標 お よび 投 資 計 画 は， 表1 の 如 く で あ る。
こ れ ら の 産 業 ぱ. 生 産 技 術 が 比 較 的 単 純 で あ り， 投 資 額 の規 模 も大 き な も
の で は な い。 い わ ゆ る技 術 的 に 容 易 な 労 働 集 約 的 産 業 で あ り， 資 本 不 足 ， 技
術 不 足 の も と で， 雇 用 促 進 を 実 現 す る も の とし て望 まし い 産 業 で あ る。 また ，
企 業 経 営 の 観 点 か ら み る と き， 現 実 性 を もち ， かつ 収 益 性 の 高 い 産 業 と考 え
ら れ る。 投 資 計 画 か ら み た産 業 の 構 成 比 は， 肥 料 ・ セ メ ン ト ・化 学 品 が45.7
％ で， 紙 。パル プ ・印 刷 が16.8 ％, 繊 維16.6 ％ と な っ て い る。 生産 目標 で み
る と，第1 次5 ヵ 年 計 画 の最 終 年 に は ， 肥 料 ・ セ メ ン ト ・化 学 品 が372 ％ の
増 加， 繊 維 が200 ％の 増 加 と な っ て い る。
第1 次5 ヵ 年 計 画 に お い て， 鉱 業 部 門 が 工 業 部 門 に 比 較し て 軽 視 さ れ た 理
佃 肥料 ・セ メソ
ト・化 学 品
摺 繊 維
・(3)紙・ パル プ ・
｜ 印刷
催 医 薬品
伺 軽工業 ・農 村
工業
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表1 第1 次5 ヵ年計画における戦略産業
生産目標 投資計画












































也 は,a 鉱 業 部 門 の 雇 用 者 数 が7 万 人 に す ぎ ず 計 画 の主 た る対 象 人 口に な り
得 ない こ と,（2）1969年 にGDP に 占 め る 鉱 業 の シ ェ ア は, 僅 か に3 ％に す ぎ ない ，
佃 鉱業 開 発 が 遅 れ てお り， 軌 道 に の る 計 画 が 立 て に く く， かつ ， 開 発 が 困 難3)
で あ る こ と が あ げ ら れ た。 た し か に ， 鉱 業 開 発 は リス ク が 大 き く， 巨 額 の投
資 の割 に は ， 雇 用 効 果 が 小 さ く， 第1 次5 ヵ 年 計 画 の 目 標 と 矛 盾 す る こ とに
な る。」973 年 の 石 油 ボ ナ ン ザ は ， イ ン ド ネ シ ア に 大 き な 恩 恵 を与 え る こ とに
尨 っだ。1967 年 に は 法 律 の 改 正 に よ っ て ， 資 源 の所 有 権 ， 支 配 権 を イ ン ド ネ
シ ア側に 確 定 し ， 鉱 業 の 開 発 は ， 請 負 契 約 を 通じ て 外 国 資 本 ， お よび 技 術 を
利 用 す る戦 略 を と り， 外 貨 の 獲 得 ， 資 本 蓄 積 に 大 き く貢 献 す る こ とに な る。1967
年 に 制 定 さ れ た 「外 国 投 資 法 」 は ， イン ド ネシ ア に お け る 外 国 資 本 の
ご活 動 につ い て そ の 規 制 と奨 励 を 明 記 し た も の で あ り， 外 国 資 本 が 参 入 を 認 め
ら れ る分 野 は ，（1)投 下 資 本 が 巨 額 に な り， 国 内 資 本 の 投 資 が 考 え ら れ な い 様:
な分 野,(2 ）技 術 的 経 営 的 側 面 か ら み て 高 度 な も の を 有し イン ド ネ シ ア 経 済 が
吸 収 す る と ころ の大 き い 分 野 とさ れ， 種 々 の 規 則 を 定 め て い る。 モ の 主 な も
の は, （i）減 免 税 措 置, （2)経 営 技 術 陣 の 選 択 の 自 由, （3）土 地 使 用 権 ，（4)収 益 送
金 の 自 由，（5）国 有 化 に 対 す る 補 償, （6）外 国 資 本 の 活 動 禁 止 分 野 ，（7）30年 規 制































ルピア，オランダ，西独，フランス，英国，ベルギーから の輸 入品 には
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ル ピ ア`， オ ー ス ト ラ リ ア， ニ ュ' ジ ー ラ ン ド か ら の輸 入 品 に は30 ル ピ ア，
日 本 商品 に は20 ル ピ ア で， 実 質 的 に はRp355 か らRp395 の範 囲 の為 替 相 場
と な る。 こ の 切 下 げ は， 公 式 に は， イ ン ド ネ シ ア の輸 出 の 促 進 を 意 図 す るも
の で あ っ た。 同 時 に 輸 出 に と も な う税 （Cess, 復 興税等） の 賦 課 を 引 き下 げ た。
ゴ ム にう い て は す べ て を 廃 止 し ， コ プ ラはCess は5 ル ピ ア か ら2.5 ル ピ ア
に ， 復興 税 は4 ル ピ アを1 ル ピ ア に 引 き下 げ た 。 コ プ ラで み る と， 輸 出 に と
も な う諸 税 率 は8.8 ％か ら5.9 ％に 引 き下 っ た こ と に な る。 コ ーヒ ー， コ シ ョ
ーに も同 様 の 措 置 が とら れ た。 国 に とっ て の 税 収 減 は， 輸 出 増 に よ っ て の み
相 殺 され る こ と が 出来 る が， ち な み に1969/70 年 のCess 収 入 は41 億42 百
万 ル ピア,1970/71 年 は45 億19 百 万 ル ピ ア で あ っ た。 か つCess 収 入 は地 方
財 政 の財 源 で あ り， もし 減 収 と な れ ば ， 直 接 地 方 の 開 発 行 政 に 影 響 を 与 え る
こ とに な る。 イ ン ド ネ シ ア の 場 合， 外 国 為 替 相 場 の 引 き下 げ は √ 幸 い に も輸
出 の増 加 に 結 び つ い で い る。 し かし ， 注 意 を 要 す る こ とは ， 密 輸 の 存 在 とo
関 連 であ り√ 統 計 に 顕 示 さ れ た か ど うか とい うこ と も あ り うる か ら で あ る。1960
年代 の 密 輸 の大 き な存 在 と は や や こ と な っ て い る こ と は 明 白 で あ るが，
まだ 究明 さ れ ね ば な ら ない 点 も多 い。 い ず れ に せ よ， イン ド ネ シ アの 一 次 産
品 輸 出， ニ ッ ケル ， 銅レ 石 油 ， ボ ー キ サ イ ト等 の 輸 出 は 明 る い 見 とおし であ
っ た 。上 記 の 為 替 相 場 は，!978 年!1 月15 日の 引 下 げ ， す な わ ち 対 米 ド ル625
ル ピ ア ま で 続 く。 イ ン ド ネ シ ア と 米 国 間 で， 国 内 の 物 価 水 準 の 変 動 （イソ5
）
プレ率）を 比 較 す る と,1970 年 を と もに100 とす れ ば,1971 年104.0 （イ),104.3
（米）,1972 年111.0 （ イ),107.7 （米）に1973 年146.0 （ イ）,114.4 （米）。1974
年205.0 （ イ），127.0 （米）,1975 年237.7 （イ）,し138.2 （米） と， イ ン ド
ネッ ア の上 昇 が 著し い 。 新し い 相 場 に と も な い ， 輸 入 原 料 で 工 業 製 品 用 の も
の はレ 輸 入 関 税50 ％減， 輸 入 販 売 税50 ％減 ， 源 泉徴 収 税 （MPO ）50 ％欄, ま
た 輸 出用 に 使 用 さ れ た 場 合 に は,100 ％ の免 除 が与 え ら れ た 。 タ イ ミン グは，
第3 次5 ヵ 年 計 画 が1979 年4 月 に 発 足 す る こ と,1979/80 年 の予 算 の 確 定 が1979
年1 月 とい うこ と もあ っ て,11 月 に 行 わ れ た と考 え ら れ る 。 また 約50 ％
近 い 切下 げ は 購 売 力 平 価 か ら み て も 妥 当 で あ る 様 に み え る。 切下 げ が ま た二
度 の切下 げ を 必 要 とし な い 為 に も 大 幅 な 切 下 け が 必 要 で あ った と も考 え ら れ
る。1978 年 の 為 替 相 場 の 切 下 げ は。 通 常 の 国際 収 支 上0 理 由に よ る よ りは，







イ ン ド ネ シ ア の 産 業 政 策 を 考 え る に あ た っ て ， 重 要 な 要 素 と し て の 雇 用 問
題
， 地
域 開 発 問 題 ， 外 国 投 資






雇 用 に つ い て
， 結 論 を 先 ど り す れ ば ， イ ン ド ネ シ ア の 大 ・ 中 規 模 企 業 の 雇
用 の 創 出 も し く は 雇 用 の 吸 収 は 必 ず し も 大 き な も の で は な か
っ た と い
え る 。
そ れ は 大 ・ 中 規 模 の 工 業 の 発 達 に と も な
っ て ，
伝 統 的 な 労 働 集 約 的 産 業 部 門
で の 失 業 を 誘 発 し ， 短 期 的 に は 雇 用 機 会 創 出 に ネ ガ テ ィ ブ に 働 い た か ら で あ
る 。 年 々 の 新 規 の 労 働 市 場 へ の 参 入 労 働 者 数 は 約150 万 人 と さ れ る が ， 近 代
的 な 製 造 工 業 で の 雇 用 の 吸 収 は 非 常 に 少 な い 。 し た が
っ て ， イ ン ド
ネ シ ア で
の 産 業 政 策 の 目 的 に ど の 位 の 雇 用 の 吸 収 を 見 込 む こ と に な る の か 。 そ も そ も
雇 用 増 加 は 産 業 政 策 の 目 的 （ ゴ ー ル ） と 考 え ら れ の か と い う こ と に な る
。 政
府 の 公 式 の 発 表 に よ れ ば
，
雇 用 創 出 は 産 業 政 策 の 重 要 な 柱 で あ り
， 政 府 の 政
策 優 先 順 位 か ら み て も
，
第3 次5 ヵ 年 計 画 で は 雇 用 と 平 等 が あ げ ら れ て い る 。
実 態 は ど う で あ れ
，
雇 用 と 産 業 政 策 の 対 応 関 係 は
，
今 後 と も 重 要 な も の と な
る で あ ろ う 。 雇 用 問 題 を 考 え る に あ た っ て ， 技 術 に つ い て ふ れ て お か ね ば な
ら な い 。 輸 入 代 替 政 策 は ， 産 業 の 移 植 と あ い ま
っ て ，
海 外 の 技 術 の 移 転 を
と も な っ た 。 こ の プl=Z セ ス は 大 き な 変 化 を 社 会 に も た ら す 。 生 産 性 の 大 幅 な
上 昇 ， 古 い 技 術 に よ る 生 産 か ら 新 し い 技 術 に よ る 生 産 で 産 業 内 で の 調 整 問 題
の 発 生 （ 当 然 な が ら 失 業 問 題 を 中 に 含 む こ と に な る ）
。
繊 維 産 業 に み ら れ た1960 年
代 か ら1970 年 代 に か け て の コV フ リ ク ト は
， こ の 問 の 事 情 を よ
く あ ら わ し て
い る 。 生 産 者 で も 新 技 術 の 導 入 に よ る グ ル ー プ と ， 消 費 者 に と
っ て は ，
低 価
格 。 良 品 質 の 繊 維 品 の 入 手 可 能 は
， す ば ら し い ニ ュ ー ス で あ り ， 一 方 ， 伝 統
的 生 産 者 は 大 き な 損 害 を 受 け て
， 後 退 す る こ と に な る 。 イ ン ド ネ シ ア の 産 業
政 策 に と
っ て ， こ の
調 整 を ど う す る か が 重 要 と 思 わ れ る が
， 政 府 は あ ま り ，
関 心 が な い 。 繊 維 問 題 か ら 別 の 産 業 の 問 題 と し て 波 及 す る こ と



































































もいえず， 結果 とし て，大 きな コ ストを 社会 に もた らす こ とにな る。 長期的j
に みれば， 雇用， 所得 分配，産業 の効率 とい った点 か ら も問題 が多い ことに
な る。輸 出指 向の産業や非 貿易 財産業 に とっては， 生産 コス トが高 くつ くこ
とになる。 保護 さ れ た産業 部門 は， 他 の産業 部門 の 犠 牲 の もとに （とくに農
業）利益を与 えら れてい る。 雇用 面 では， 保 護を与え ら れた産業 では， 有利
で あ るが， 長 期的 には，輸 入代替 の行 き どま りに より問 題を もつ こ とになる。6
） 入
効 水 陸特に ラ イペン シ ュタ イソ の い うX 一非効 率は 輸入 代替産 業 部門 では大
き な ものが予 想さ れる。X 一非効 率 の指 標 とし て， 国内資 源コ スト（DomesticResourceCost
） を代理変 数 とし てみ る と， イン ドネ シア の 多 く の産業 部門 で
存 在するこ とが予想 され る。輸 入 代替産 業 の導 入に ともな う問題 点は， 多 く
の 共通点を イン ドネシ ア経済が保 有し てい ると とが わか る。 外 国 為 替 相 場
の1971 年－78 年 に い た る 据置 きは， 開 発途 上 国 の 経験 を 踏襲し た 二とにな
る 。 十










































3. 産業 別 成長 と停 滞
産業 別（産業を消費財産業，中間投入財産業，資本財産業に三 分類）の成長 の 原
泉 につ い て， 国内 需要，輸 出供 給，輸 入代 替に分け て，1970 年－73 年,1973 年
－76 年 の2 期 間 の比較 を行 うと， 国 内需要に よる成長は,2 期 間にわ たっ て。
大 き く， そ れぞ れ87.8 ％,90.8 ％であ るが， 特に1973 年－76 年 の中 間投 入財
産 菜 の国内 需要は きわ だ ってい る。 そし て， 輸入需要に よるも のは， 大き く




成長の 源泉につ い ては， 次の如 く求め るこ とが出来 る。
あ る産業j の総供 給Si ， 国内 生産n 輸入Mi, 輸 出 瓦 ， 国内需 要Ci ， 中





● ● ● ● ● ●
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と表記すれば，
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また
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， ∠II ， ∠iE ∠i ノ
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いう項目にする）,1970 年－73 年 には，一 様 に輸入代 替 項目 は マ イナ ス を示し 。
国 内の生産 に よっ て代替 さ れたこ とを示し てい る。 すな わ ち， 総計 でみ る と。
国 内需要87.8 ％, 輸出1.4 ％， 輸入代替 （輸入の減少）10.8 ％であ る。 資 本財
につ いて み る と， 輸 入 の減少 が75.2 ％ で あ り， 国内需 要 の増 加 は，僅 かに24.8
％であ る。1973 年－76 年 に な ると， 国内 需要は大 き く増 加し ， 特に， 中
間投入財に よる成長 へ の寄 与率は 大幅 であ る。 総計 で みる と， 国内需要 増加 ，
が90.8 ％, 輸 出7.8 ％であ る。 輸入代替 は1.4 ％で減 少率 が小 さ くなう てい る。
中 間投入財 の輸 入は 大幅に 増 加し た ことを示し てい る（表 句 。 製 造コニ業 服門
で みると,1973 年－76 年 におけ る中 間投 入財 の輸 入は,87.7 ％増 加し てい る。1970
年－73 年 に おい て， 中 間投 入財 の国内需 要は52.7 ％ と減少し てい るこ と
は注 目さ れて よい。
ちなみに，消 費財，原 材料， 資 本財 の輸入につ い てみ る と， 輸 入に占 める
66
シェアは，消費の減少と√資本財の増大がみられ,1969 年のシェアは，消費
財28.3 ％，資本財30.6 ％であったものが,1976 年には消費財16.1 ‰ 資本





















































率は，製造業56 ％のうち，繊維14%, 化学品ゴム8 ％， 非金属・鉱物7 ％，









(1) 設 備 稼 動 率 。 中 ・ 大 規 模 製 造 業 の 潜 在 的 生 産 能 力 と 実 動 生 産 能 力 の 比 較
を1968 年 －72 年 に つ い て み る と ， 全 体 と し て 大 企 業 の 場 合65.5 ％(1968),55.5
％(1969),62.8 ％(1970),65.0 ％(1971),65.8 ％(1972) で あ る が
，
産 業 と し て
は ， 繊 維 産 業 が 比 較 的 高 い 操 業 率 で あ る こ と が 知 ら れ る 。1972 年 に は87.5 ％
で あ り
，1968
年 の69.2 ％ か ら 年 々 操 業 率 の 上 昇 が み ら れ る
。 こ れ は い う ま で
も な く 産 業 政 策 に お け る 繊 維 産 業 に 対 す る 優 遇 措 置 に よ る も の で あ る
。
比 較
的 低 位 に あ る も の と し て
，
印 刷 業 が あ り
， ほ ほ50
％ の 操 業 率 で あ る
。
皮 革 製
造 業 は,1969 年30 ％ で あ
っ た
が,1971 年 に は75 ％ に ま で 回 復 し て い る 。 大 企
業 に 比 較 し て
，
中 規 模 企 業 の 場 合 に は
，
操 業 率 は 若 干 低 い
。 す な わ ち ，
全 産





で あ る 。 産 業 と し て は
，
既 製 服 製 造 業 が 化 学 品 産 業 と な ら ん で 比 較.r14
よ。|・.t 卜xr か.‘t.J ＿ ， ・ － － 心 四●iゝ ry.八八 八入タ ペミAr ＼／ 八1 ―1L 一 ―1--ふiJ<U回 局 い 深
茉 度(79.6% ～65.8%) を 示 し, 同丿刷 莱zz.b 勁 ～zi.4 私 箕 面 川 上 釆 。
金 属 工 業 が22.8 ％ ～48.2 ％ と い
っ た
と こ ろ で あ る 。1975/76
年 以 降 で み て も
，
事 情 は あ ま り 好 転 し て お ら ず
，
産 業 は 過 剰 設 備
を か か え て い る の が 実 態 で あ る 。 次 に 具 体 的 に 産 業 ご と に み よ う 。
電 子 産 業(1977) で は 丿 白 黒TV 生 産 工 場( 許 可 の お り だ 工 場 数55, う ち 実 生
産24) 生 産 能 力 年 間1,148,000 台 ， 需 要 数 は 年 間 僅 か に50 万 ～60 万 台 で あ 石 。
ラ ジ オ は
，
ラ イ セ ン ス 所 有39 社 う ち 生 産18 社
，
生 産 能 力 年 間3,717,250 台 で
あ り
，




巨 大 な 一 社 の 生 産 能 力
，
約3,000 万 個( 年 間) で あ る が 需 要 は 非 常 に 少 な い 。 カ ラ ーTV は
， ラ イ セ ン
ス 所 有 企 業 数15 社
，
生 産 能 力166,000 台 で あ る が,1977 年3 月 の 時 点 で20 イ
ン チ ～26 イ ン チ のTV が 僅 か に2,750 台 し か 生 産 さ れ て い な い 。
電 話 線
，
電 線(1976) に つ い て は
，
設 備 は145 億 ル ピ ア 相 当 め 生 産 能 力 で あ ，
る が ， 生 産 が 実 施 さ れ た の は85 億 ル ピ ア 相 当 で あ り √ 予 定 の58 ％ で あ り
≫
方 輸 入 は287 億 ル ピ ア に 達 し て い る
。
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尿 素 肥 料 は,1981 年 時 点 で 年 間57 万 ト ソ 生 産 予 定 で あ り， 当 初1970 年'J'>
年 に は 年 間 需 要 成 長 率21.2 ％ がU973 年 －76 年 に は ， 需 要 の 低 迷 で ， 年 間2.a
％ と な り， 大 幅 の 余 剰 が み ご ま れ る 。
釘 生 産 は ， 生 産 企 業 数16, 年 間 生 産 能 力209,400 ト ソ で あ り， 実 生 産 量 ぽ100,954
ト ソ で ， 内80,000 ト ン が 販 売 さ れ た 。 国 内 の 需 要 の 縮 小 に よ る。
合 板 生 産 ぱ ，1976 年 生 産 が 生 産 能 力 のS2% で あ り ， 販 売 は9% で あ っ た 。
ア ル ミ ニ ウ ム 鋳 造 は 。7 企 業 が 許 可 能 力18,500 ト ン （年 間2 シ フ ト） で あ る
が ， 実 際 の 生 産 能 力 は 年 間13,000 ト ン で あ り,1975/76 年 の 年 間 需 要 量 は ，
僅 か に3,000 ト ン に す ぎ ず ， そ の うち20 ％ は 輸 入 さ れ て い る 。 従 っ て ， 実 際
能 力 は 僅 か に18.5 ％に す ぎ な い 。
自 動 車 の 組 立 て は,44 の 車 種 が 存 在 す る が そ の う ち 実 際 に 生 産 さ れ て い る
の は 次 の 如 く で あ る 。
（1） 三 菱 系25,133 台/ 年 間
（2） ト ヨ タ15,790 μ




） ホ ー ル デ ン4,882//
（5） メ ル セ デ ス ベ ン ツ3,821/r
（6） ダ イ ハ ツ3,647 μ
（7） ホ ン ダ3,489 リ ノ 上(8)V.W.2,641//(9)
プ ジ ョ ー2,111//ao)
フ ィ ア ッ ト2,029// 十
（ID フ ォ ー ド 十1,740 μ02)
マ ツ ダ1,607 μ
■
旧 ～ 泗500 ～700/ ノ ト(17)
～(2(l300 ～500 μ
■

















はU 。S.$0.42/ ポンド，17↓。30ルピプであるが，輸入関税10 ％, 輸入販売税5
％, 金利4 ％等を加えて輸入価格は234.30 ルピアにたり，輸入価格に比較し
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表2 ピ ッ ク ・ア ップ の 価 格 比 較























































ら れ， 石 油価 格 の 高騰を うけ て,1974 年以 降，産業 にお け る生産 コスト の大
幅 な変化は， 名 目関税 率を変更し ない場合， 実効 保護率 が低下 せざ るを得 な
い ことに な りか ねない。
また，肥 料， 殺虫 剤 に関し ては。 名 目保 護率は ゼp ， 実 効保 護 率は マ イナ
スを示し てい る。皮 製 品， 木製品等 も同様 のケ ースであ る。 石 油関連 では，
産 油国 であ る為 か， 名 目保 護率，実効 保護 率 ともにマ イナ ス であ る。
製造工業 全 体 でみ る と，名 目保護率 は25.7 ％, 実効保 護 率は185.6 ％ で，










































































































































































































































































































































生産額の統計を用い て，各産業の製造業全体に占め る-y ェア（Y。Y ）の
変化をみよう。1972 年と1979年の2 時点の比較でみるが，いずれかの時点で1
％以上のものについてみること次の如くである。
コード番号31121/31122 の乳製品製造業は,1.3 ％（1972年）から1.5 ％(1979
年）とほどんど変化がない。31151 のヤシ油製造業は4.2 ％から1.4 ％へと減
少している。31159 の動・植物油製造業は2.9 ％から1.1 ％へ減少。31161/31162






































































































































































































































































































































1% へ減少。31164 の製粉業は1・8％から2.8 ％へ増加。31181 の製糖業は,9.2
％から5.4 ％へ減少。31220 の製茶業は,1.8 ％から0.2 ％へ減少。31280 の家
畜飼料製造業は√0.1 ％から1.0 ％へ増加。31410 煙草の葉乾燥，加工業は，2.0
％から0.4 ％へ減少。31420 の丁字煙草製造業は,10.1 ％から14.0 ％へ増
加。31430 の煙草製造業は,3.6 ％から3.5 ％とほとんど変化がない。32111 の
紡績業は,2.4% （1973年にはio％に達した）から4.0 ％へ増加。32112 の紡織業
は,10.1% （1973年には15.2% に達した）から6.8 ％に減少。32113 の捺染・仕
上げ業は,0.3 ％から1.0 ％に増加。33111 の製材業は，2.1% が2.5 ％へと変
化がない。33113 の合板製造業は1972年に生産がなく,1979 年に1.4% に増加
している。34111 の製紙業は,0.8 ％から1.0 ％へやや増加。34200 め印刷業は，0.8
％から1.1 ％へ増加。35120 の肥料製造業は,0.7 ％から3.0 ％へ増加。35221
の製薬業はよ2.3 ％から1.9 ％へと僅かに減少。35231 の洗剤製造業は,1.6
％から1.4 ％へ減少。35510 のタイヤ・チューブ製造業は，1.5 ％から1.6 ％へo36310
のセメント製造業は,1.3 ％から3.0 ％へ増加。37100 の製鉄業はし1972
年の生産なしから1.5 ％に増加。38130 の鉄骨製造業は0.8% から2.6 ％へ増加。38200
の機械製造修理業は,0.5 ％から1.1 ％へ増加。38320 めラジオ・TV 製
造業は,0.9 ％から2.5 ％へ増加。38330 の電気機器製造業は，0.2 ％から1.8
％へ増加。38430 の自動 車組立業は,0.4 ％から1.7 ％へ増加。38440 の自動二
輪・三輪車組立業は,0.9 ％から2.3 ％へ増加。35521 のゴム頑製業は，2.3 ％
から0.1 ％へ減少。35522 の再生ゴム製造業は,7.0 ％から0.8 ％へ減少。クラ
ムゴム製造業は,1972 年生産なしから1978 年の5.8 ％,1979 年の6.8% と増加
78







取り線香製造業（0.3％）,板ガ ラ ス製造業（0.5% ）,製鉄業（1.5%), 厨房機
器製造業（0.2％）がある。
産 業 別 の 雇 用 統 計 に よ っ て ， 製 造 工 業 全 体 の 雇 用 者 数 に し め る 産 業 別 の 雇 レ
用 者 の シ
ェ
ア （ £i,/ £,） に つ い て み る こ と に す る 。 十 ト1972
年 と1979 年 の 二 時 点 で 比 較 す る 。寸 ヒ較 的 雇 用-y ェ ア の 大 き な も の, 十 す
な わ ち,1% 以 上 の シ ェ ア が ，1972 年 か1979 年 の い ず れ か に あ る も の を と り，
あ げ よ う
○ ㎜
■ ■ ■ ㎜
■
精 米 業 の 雇 用 者 シ
ェ ア は,5.1
％ （1972 ） か ら0.5 ％ （1979 ） に 減 少 ， コ ー
ヒ ー 豆 の 選 別 業 が ，1.5 ％ か ら0.1 ％ に 減 少 。 製 パ ソ 業 が ，0.9 ％ か ら1.3 ％
に 増 加 。 製 糖 業 は,7.9 ％ が7.8 ％ と ほ と ん ど 変 化 が な い 。 茶 加 工 業 は,5.5
％ か ら0.4 ％ に 減 少 。 葉 煙 草 乾 燥 ぐ 口工 業 が,12.0 ％ か ら4.7 ％ に 減 少 。 丁 字
煙 草 製 造 業 は,6.0 ％ か ら12.1 ％ に 増 加 。 紡 績 業 は け1.3 ％ か ら4.5 ％ に 増 加 。
紡 織 業 は,13.0 ％ が13.3 ％ と 変 化 が な い 。 同 様 に バ テ ィ ッ ク 製 造 業 は,1.6
％ がU.8 ％ と ほ ぼ 横 ば い 。 麻 袋 製 造 業 は,0.6 ％ か ら1.2 ％ に 増 加 。 メ リ ヤ ス
製 造 業 は,0.8 ％ か ら1.4 ％ に 増 加 。 は き も の 製 造 業 は,2-5 ％ か ら3.0 ％ に 増
加 。 合 板 製 造 業 は,1972 年 ，73 年 は 生 産 が な く 雇 用 者 は1975 年 か ら 記 録 さ れ
て い る が,0.7 ％ （1975 ） か ら1.7 ％ に 増 加 し て い る 。 印 刷 業 は ，1. ・6% か ら・2.1
％ と 変 化 。 製 薬 業 は0.8 ％ か ら1.7 ％ に 増 加 。 プ ラ ス テ ィ
ヅ ク
容 器 製 造 業
は,0.8 ％ か ら1.9 ％ に 増 加 。 セ メ ン ト 製 造 業 は,0.6 ％ か ら1.0 ％ に 上 昇 し た 。
建 築 用 鉄 骨 製 造 業 は,0.4 ％ か ら1.4 ％ に 増 加 。 ラ ジ オ ・TV 等 通 信 機 器 製 造
業 は,0.4 ％ か ら1.1 ％ に 増 加 。 家 庭 用 電 気 機 器 製 造 業 は,0.1 ％ か ら1.5 ％ に 大
幅 に 成 長6 自 動 車 組 立 業 は,0.5 ％ か ら1.1 ％ に 増 加 し た 。 儒 製 ゴ ム 製 造 業 は 。7.1





































































































































































（2） 原 材料 （含肥料及び セメン ト）















































































































































































































































































































































表111‘製造業分野に ね・け る国内投資および外 国投資
国内投資
プP






























































































































































































































































皮 革 製 品
食 品
金 属 （ 除 機 械 ）












































































































































インド ネシ ア経済は,OPEC メン バ ー国 とし て石 油 ボ ナン ザを挺子 に，成
長 するこ とが 出来た。勿 論， 外的 要因 のみでは な くて√ イン ド ネシ ア政府O
産業 政策に つい て√評 価すべ きか もし れない。 経済政策 の評 価は 経済成長に
対 する評価 と ともに， その成果 の分配 が ど うな った かに よる。
インドネ シ アの産業保護政 策 の結果， 所得 分 配は ど う変 化し た であ ろ うか。
インドネシ ア の所 得分 配の変 化につい て,1976 年,1978 年 のデ ータを 利用し9
）
て， 計測し た 結果を記し ておこ う。 ジ ュ係 数 の比 較 でみ る と， 都市 部，農 村
部 ともに 全 イ ンド ネシ アでは 所得 分配は悪 化し てい るこ とが わか る。し かし 。
ジ ャワ島以 外 め 外島 の都市 部におい ては,1976 年 に比し て,1978 年 は 分配は
好転してい る。資 本集約度， 賃金 率， 賃 金所得 のシ ェアにつ い て みる と， 産
業 保護 の指 標であ る実効保 護率 との相関 は， 必ずし も明白 では ない。資 本集
約 度の高い 産 業 に とっ て，貿 易政 策に よる保 護効果 は資 本， 労 働双方 に有利
に 働き， とくに資 本 の側に大 きい 様にみえ る。上1976年 ，1978 年 にみら れる産
業 保護政 策 は， 雇用機会 の創 出に大 き く寄 与し てい るが ， 所得 分配に みられ
る 不平等 は 拡大し た と考えら れ る。
注
1)TheFirstFive-YearDevelopmentPlan （1969/70-1973/74 ）Vol.2B,Ch.VII 。DepartmentofInformation,RepublicofIndonesia,p.5.2
） 同上 書，p.7.3
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